
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1

②エネルギー・食料
品価格等の物価高騰
に伴う子育て世帯支
援

学校給食費物価高騰対策事業

①食材価格高騰による給食費値上げ分を本交付金を活用し、保護者負担
を増額することなく、児童生徒へ適正な栄養バランスのとれた給食を提供す
る。
②食材価格高騰分に係る補助金（教職員を除く）
③補助金３２，８５０千円（うち交付金充当32,000千円）
　 内訳　小学校@３５円×２００食×児童２，７００人
　　　　　 中学校@４５円×２００食×生徒１，５５０人
④市内の小中学校に在籍する児童生徒

R7.4 R8.3

2

⑨推奨事業メニュー
例よりも更に効果が
あると判断する地方
単独事業

指定管理料人件費等高騰対策事業

①エネルギー価格や人件費高騰による利用者への価格転嫁を防ぐため、
指定管理施設の人件費、燃料費の価格上昇分の一部を支援するもの。
②指定管理料
③積算根拠
　　人件費上昇分（18施設合計）　31,204,195円
　　燃料費上昇分（18施設合計）　12,670,000円
           　　　　　　　　　　　　　　計　43,874,195円
　　　　　　　　　　　（うち交付金充当43,150千円）
④指定管理施設18施設

R7.4 R8.3

3
⑥農林水産業におけ
る物価高騰対策支援

肉用牛繁殖経営安定緊急対策事業

①繁殖農家において、物価高騰による配合飼料価格の高騰等の影響を受
けており、相場の影響を受けにくい、発育良好で高品質な子牛育成及び市
場出荷の促進が必要なため、県と協調し子牛販売の支援を行うもの
②家畜市場に出荷する農家及び自家保留する牛への補助金（R6年度の実
績に対する補助）
③去勢DG1.0㎏・めすDG0.9㎏以上（DG：出荷時体重÷出荷時日齢）　15千
円×1,114頭＝16,710千円
④繁殖農家（事業実施主体：秋田しんせい農業協同組合）

R7.4 R7.4

4
⑥農林水産業におけ
る物価高騰対策支援

肉用牛肥育経営安定緊急対策事業

①肥育農家において、物価高騰による配合飼料価格の高騰等の影響を受
けており、経営の安定化を図ることが必要なため、県と協調し素牛導入支
援を行うもの
②家畜市場より導入または自家保留した肥育素牛への補助金（R6年度の
実績に対する補助）
③20千円×384頭＝7,680千円
④秋田総合家畜市場から導入・一貫経営で自家生産し導入・秋田食肉流
通公社へ出荷し、肉用牛肥育安定交付金に加入している肥育農家

R7.4 R7.4

5
⑥農林水産業におけ
る物価高騰対策支援

乳用牛経営安定緊急対策事業

①酪農農家において、物価高騰による配合飼料価格の高騰等の影響や、
配合飼料価格安定高騰の影響額を生乳価格への反映は困難なため、経営
支援を行うもの
②R7.2.1時点において飼養している牛（24ヶ月齢以上）に対する補助金（R6
年度の実績に対する補助）
③15千円×324頭＝4,860千円
④酪農農家

R7.4 R7.4

6
⑥農林水産業におけ
る物価高騰対策支援

養鶏家畜経営安定緊急対策事業

①養鶏農家において、物価高騰における配合飼料価格の高騰等の影響を
受けており、経営の安定化を図ることが必要なため、県と協調し再生産支
援を行うもの
②養鶏農家が行うヒナ導入等に対する補助金（R6年度の実績に対する補
助）
※補助金の内訳は農家個々とし、補助金合計の千円未満は切捨て
③・採卵鶏ひな導入　　50円×520羽＝26千円
　 ・比内地鶏ひな導入（中ひな）　　40円×35,368羽≒1,413千円
 　・比内地鶏ひな導入（初生ひな）　　25円×36,700羽≒917千円
　 ・フランス鴨ひな導入　　25円×1,878羽≒46千円
④養鶏農家、フランス鴨農家

R7.4 R7.4

7
⑥農林水産業におけ
る物価高騰対策支援

夢ある畜産経営ステップアップ支援事
業（臨時）

①飼料費高騰により経営が逼迫する中、畜産経営に必要な機械の導入や
草地整備改良に必要な経費等を支援することにより、経営基盤の安定に資
する。
②機械の導入及び草地整備改良にかかる経費に対する補助金
③税抜き事業費の1/12（補助金の内訳は農家個々とし、千円未満は切捨
て）　27,260千円÷12≒2,269千円
④畜産農家または畜産農家集団

R7.4 R8.3

8
⑧地域公共交通・物
流や地域観光業等に
対する支援

三セク鉄道利用促進対策事業（臨時）

①燃料費や物価高騰により経費負担が増している由利高原鉄道に対して、
団体・個人の利用促進対策事業を実施することで、利用者の確保や健全な
経営の維持を目的とする。
②利用促進対策事業への助成
③(ア)＜車両貸切料金＞
臨時ダイヤ往復60,000円（1/2割引分：30,000円）車両数：15両
臨時ダイヤ片道36,000円（1/2割引分：18,000円）車両数：5両
通常ダイヤ往復36,000円（1/2割引分：18,000円）車両数：35両
通常ダイヤ片道24,000円（1/2割引分：12,000円）車両数：135両
合計190両　2,790千円
(イ)＜回数乗車券割引 ＞
月額100千円×8ヵ月×1/2=400千円
＜補助額合計＞
(ｱ)　2,790千円＋(ｲ)400千円＝3,190千円
④由利高原鉄道(株)

R7.7 R8.3

令和７年度　第１回　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画



9
⑧地域公共交通・物
流や地域観光業等に
対する支援

路線バス利用促進対策事業（臨時）

①燃料費高騰による経費負担が増している路線バスに対して、回数券の割
引きを行うことで売り上げの確保や定期的な利用を促進し、路線バスの路
線維持を目的とする。
②回数券の半額割引分を助成
③月額1,800千円×8ヵ月×1/2=7,200千円
※同事業についてはR4・5年度にも実施しており、月額の見込みについては
R4・5年度実績値を参考に引用。
④羽後交通(株)

R7.7 R8.3

10
⑧地域公共交通・物
流や地域観光業等に
対する支援

由利本荘市トラック事業者支援事業費
補助金（臨時）

①燃料価格の高止まりの影響を受けている市内トラック運送事業者の事業
継続のために必要な対策を進めるにあたり、燃料費の一部を補助する。
②補助金
③普通貨物自動車：1台あたり  150千円×140台=2,100千円
　軽貨物自動車：1台あたり　4千円×100台=400千円
④秋田県物流事業者エネルギー価格高騰緊急支援事業費補助金の交付
決定を受けている市内事業者

R7.6 R8.3

11
⑧地域公共交通・物
流や地域観光業等に
対する支援

由利本荘市外国人観光客受入体制整
備支援事業（臨時）

①エネルギー価格等の高騰の影響を受けている宿泊事業者が、訪日外国
人観光客の受入体制を整備する目的で、外国人観光客への接客対応が可
能な従業員を雇用するための費用の一部を助成することにより、エネル
ギー価格高騰に対する影響を緩和する。
②補助金（補助率2/3）
③月額上限１０６千円（補助率反映後）×11ヶ月×1人分、
　 月額上限１０６千円（補助率反映後）×9ヶ月×1人
   月額上限１０６千円（補助率反映後）×7ヶ月×4人
④市内の旅館業法又は住宅宿泊事業法認可事業者のうち、観光を目的に
訪日した外国人観光客の受け入れを行う事業者（対象事業者19社）

R7.4 R8.3

12
⑧地域公共交通・物
流や地域観光業等に
対する支援

由利本荘市観光誘客促進事業（臨時）

①エネルギー価格等の高騰の影響を受けている観光施設が、誘客促進の
ために開催するイベント等の経費を助成することにより、観光施設のエネル
ギー価格高騰に対する影響を緩和する。
②補助金
③1イベントあたり上限300千円
  交付見込：６，０００千円　交付見込件数：２０件
④市内宿泊施設及び道の駅等観光施設（対象施設２９カ所）

R7.7 R8.3

14
⑧地域公共交通・物
流や地域観光業等に
対する支援

由利本荘市冬季宿泊促進事業（臨時）

①鳥海高原矢島スキー場を訪れる利用客に対し、宿泊費用の助成を実施
することで、燃料費や物価の高騰による影響を受けている市内宿泊施設の
利用促進を目的とする。
②1泊あたり最大10,000円の宿泊代金を助成
③補助金　11,000千円
　 内訳　10,000円×1,100泊分+事務費（人件費を含まない）1,000,000円
④市内の旅館業法又は住宅宿泊事業法認可事業者のうち、鳥海高原矢島
スキー場利用客の宿泊を可能とする施設（対象施設16カ所）

R8.1 R8.3

15
⑦中小企業等に対す
るエネルギー価格高
騰対策支援

酒造業緊急支援事業

①米価高騰により原料米の確保に苦慮する市内製造業者に対して、原料
米高騰分の一部を助成する。
②補助金
③補助金　2,774千円
　 内訳　R6原料米分　県1/2補助に加え市で1/4上乗せ　2,774千円
④市内酒造業者4社

R7.9 R8.3
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⑤医療・介護・保育施
設、学校施設、公衆
浴場等に対する物価
高騰対策支援

障害者施設等物価高騰対策事業

①物価高騰の影響を受けた障害者施設等を支援するため、県の補助金
（補助率1/2）を活用し、食材料費の高騰分を補助する。
②補助金
③入所系：定員519人×3,300円=1,713千円
　通所系：925人×1,650円=1,526円
④市内障害者支援施設

R7.9 R8.3

18

⑤医療・介護・保育施
設、学校施設、公衆
浴場等に対する物価
高騰対策支援

介護施設等物価高騰対策事業

①物価高騰の影響を受けた介護施設等を支援するため、県の補助金（補
助率1/2）を活用し、食材料費の高騰分を補助する。
②補助金
③【県補助対象施設】12,020,300円
入所系：定員2,146人×5,000円=10,730,000円
通所系：定員782人×1,650円=1,290,300円
【市単独補助施設】396,125円
入所系：定員137人×2,500円=342,500円
通所系：定員65人×825円=53,625円
事業費計12,416,425円
④市内介護施設等

R7.9 R8.3


